
























半ばまで）→日本・アジア NIEｓ（20 世紀後半～21 世紀初頭）→中国（20 世紀末から～）〕
という地域交代を示した。中国経済の大国化は何よりもその工業生産力によって示されて
いる。工業生産力を最も示す分野の 1 つである鉄鋼業をみると、建国当初における中国の
鉄鋼生産量はわずか 15 万 8,000 トンで世界 26 位、世界生産量の 0.1％未満にとどまってい
たが、現在は世界最大の鉄鋼生産大国に成長し、その生産量が工業先進地域の EU 全体の
生産量を大きく上回っている。そして、典型的な耐久消費財である自動車分野でも中国は、





は、一部を除いて（PDP テレビ）、世界の家電製品生産の 4 分の 1 以上を占めていることが
わかる。今日の中国は名実とも世界有数の工業製造業大国であり、世界の工場である。 
 
                                                   
1 本研究は、2009 年に開催された中国経済学会第 8 回全国大会、第 2 分科会にて発表された筆者の報告「中







品目 第１位 第２位 第３位 第４位 第５位
パソコン デル（米） HP（米） レノボ（中） エイサー（台） 東芝（日）
携帯電話端末 ノキア（フィンランド） モトローラ（米） サムソン（韓） ソニー・エリクソン（日） LG電子（韓）
液晶テレビ ソニー（日） サムソン（韓） シャープ（日） フィリップス（蘭） LG電子（韓）
PDPテレビ 松下電器（日） LG電子（韓） サムソン（韓） フィリップス（蘭） 日立（日）
自動車 GM（米） トヨタ（日） フォード・モーター（米） VW（独） DC（独）
デジタルカメラ キャノン（日） ソニー（日） コダック（米） オリンパス（日） サムソン（韓）
DVD録再機 松下電器（日） 東芝（日） ソニー（日） サムソン（韓） フィリップス（蘭）
ビデオカメラ ソニー（日） 日本ビクター（日） 松下電器（日） キャノン（日） サムソン（韓）
産業車両 豊田自動織機（日） 小松製作所（日） ナコマテリアルハンドリング（米） ユングハイリッヒ（独） 三菱重工（日）

















ほとんど見られない。唯一登場したレノボ（2006 年にパソコン生産で世界第 3 位）の順位
は、IBM のパソコン事業を買収したことによる結果である。言い換えれば、巨大化した中
国の製造業は、「巨大産業と弱小企業の共棲」という面白い現象を示している。これは現段




































数少ない競争力の 1 つであろう。〔表 2〕は、競争力のもう 1 つ重要な指標である「ブラン
ド力」を示すものであるが、2007 年に世界の 25 種類のトップブランドには、アメリカが







る第 2 の特徴である。 
 第 3 の特徴は、スピードである。ここでいうスピードは、中国製造業全般――産業規模、
技術進歩、生産量、市場シェアなど――に見られる現象である。自動車市場を例に挙げる
と、10 年前の世界自動車市場に占める中国のシェアは、一途上国のマイナーレベルに過ぎ
なかったが、わずか 10 数年を経た今の中国はアメリカを超える世界第 1 位の市場にまで成
長してきた。また、10 数年前に中国の携帯電話市場は日本以下の規模であったが、現在、
日本市場の 10 倍程度の規模となってしまった。そして、生産量を見ても同様である。カラ
ーテレビの場合、1979 年の生産量は、わずか 1 万台であったのに、11 年後の 1990 年にな















































 最後に、中国製造業の競争優位と競争劣位を分析することによって 21 世紀型製造業のパ



























































































                                                   











































 第 3 に、「裏の能力」は、企業のコア能力の基盤をなす、企業の部外者（たとえば、消費
者）が直接に関心を持たない能力を指す。これらの能力は普段、表面上に現れないが、そ










































































 第 3 に、競争の場――市場は違う。経済発展と資本蓄積の段階にも関連しているが、先
進国の企業は国内市場よりもむしろ世界市場を常に意識して、企業の各種戦略を立てて経
                                                   
8 2004 年 11 月に帝京大学で開催された国際シンポジウムの時に藤本教授は上記の見解を説明した。 



























図 2 5段階評価の点数付け概念 
 
  ベスト・                            ワースト 
  カンパニー                           カンパニー 
 
  5 点      4 点       3 点      2 点       1 点 
 



















































































































































































































































































営のみにとどまっている。    
          

















































































































































 第 2 に、選定されたターゲット企業の点数付け作業を完成すると、「全産業の競争力平均
点」、「産業別平均点」、「地域別平均点」、「企業所有制別平均点」などの基礎資料が得られ
る。これらの資料は、研究分析用の根拠となる。 












合的に分析する。本稿が取り上げた分析対象企業は 20 社であるが、以下ではまず、〔表 6〕
に基づいてこの 20 社の対象企業概要について説明する。 
表６　対象企業２0社の概要
華為技術 寧波波導 春蘭集団 美的集団 格蘭仕 TCL集団 聯想集団 中興通訊 海信集団 長虹集団
産業所属 IT IT 家電 家電 家電 IT IT IT 家電 家電
所有関係 民営 郷鎮 郷鎮 郷鎮 郷鎮 国有民営 国有民営 国有 国有 国有
立地 華南 華東 華東 華南 華南 華南 華北 華南 華北 西南
売上高（万元） 6,588,016 673,956 2,174,238 5,174,394 1,466,280 4,859,829 13,894,689 2,303,170 4,353,344 2,151,163
設立 1988年 1995年 1993年 1968年 1978年 1981年 1984年 1985年 1969年 1958年
従業員数（人） 68,000 12,500 21,000 80,000 40,000 50,000 25,000 39,000 45,000 64,000
07年「５００強」順位 第１７位 第２８９位 第９０位 第２７位 第１３６位 第３０位 第５位 第８３位 第３４位 第９１位
吉利汽車 万向集団 宗申集団 長城汽車 力帆集団 BYD 奇瑞汽車 華震汽車 北京汽車 東風汽車
産業所属 自動車 自動車 自動車 自動車 自動車 自動車 自動車 自動車 自動車 自動車
所有関係 民営 郷鎮企業 民営 民営 民営 民営 国有 国有 国有 国有
立地 華東 華東 西南 華北 西南 華東 華東 東北 華北 華中
売上高（万元） 908,444 3,051,864 876,820 650,000 1,039,500 1,293,892 1,647,055 3,190,168 6,075,062 14,168,729
設立 1996年 1969年 1992年 1984年 1992年 1995年 1997年 1992年 1966年 1969年
従業員数（人） 8,000 31,000 18,000 15,000 13,700 100,000 21,000 34,000 49,000 106,000
07年「５００強」順位 第２２８位 第５８位 第２３８位 第２９８位 第２０１位 第１５６位 第１２０位 第５２位 第２２位 第４位  
 
表７  対象企業の産業別概要 
産業 企業数 
電機・電子 10 
    うち、IT 4 
       家電 6 
自動車 10 
    うち、四輪車 8 
       二輪車 1 
       部品 1 
 
（１）産業セグメント 
 対象企業のうち、自動車産業に所属する企業は 10 社、電機・IT 産業に所属する企業は
10 社と半々である（〔表 7〕）。そして、自動車関係の 10 社の中では、乗用車メーカーが 8
社（吉利汽車、長城汽車、力帆実業、比亜迪汽車、華晨汽車、奇瑞汽車、北京汽車、東風
汽車――以下では「汽車」2 文字を省略。ただし、北京汽車は、「北汽」とする）、二輪車メ








社（TCL 集団、海信集団、長虹電子）である(以下では各社名の末尾 2 文字を省略）。 












模以下の企業は 1 社（吉利）だけである。最大の東風は、10 万人以上の従業員を抱える巨
大企業である。全体的にみれば、20,000～50,000 人規模の企業は 10 社あり、全体の半分で



















































 最後に、対象企業の設立時期は〔表 10〕に示した通りである。まず、1990 年代に設立さ
れた企業がもっとも多く、8 社（波導、春蘭、吉利、宗申、力帆、比亜迪、奇瑞、華震）に
達した。ちなみに、この 8 社のうち、自動車産業の企業は 6 社あり、中国のオートメーシ
ョン時代の到来をも示す側面がある。そして、1980 年代に設立された企業は 5 社（華為、
TCL、聯想、中興、長城）であり、電機・IT 産業が多い。この点は同時期における中国の











きなポイントと発見だけを述べる。〔表 11〕は、自動車と電機・IT 産業 2 分野の対象企業
20 社に対する平均評価点である10。この評価点の中の 15 項目のみを抽出して作成された点






















平均点 3.4  
 
                                                   






























































































 本稿によって明らかにされた大きな発見の 1 つは、研究対象分野の 2 つ産業間に存在す
28 
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